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要旨：石灰石微粉末をカーボンニュートラル材料としてもコンクリート分野で活用していく上で，利用者等

に具体的な情報を提供するため，各種調査や実験検討によって報告書をとりまとめる作業を進めた。石灰石

微粉末の利用実績調査 WG では広範囲なアンケート調査を実施し，RC 構造物やコンクリート製品での適用

実績や使用目的等を明らかにした。セメント製造のカーボンニュートラル技術調査 WG では国内外での石灰

石微粉末の活用方法を調査し，人工炭酸カルシウムを含めた方向性を明らかにした。生コン・コンクリート

製品の製造・効果検討 WG では実大実験によって効果を確認するとともに，品質規格（案）を検討した。 
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1. はじめに 

 日本コンクリート工学会（以下，JCI）では，1997 年度

までに実施された石灰石微粉末研究委員会（以下，前委

員会）において，コンクリートの高機能化や骨材事情悪

化を補完できる材料として，石灰石微粉末の効果や使用

方法について議論がなされ，非結合性の混和材という分

類案の下でのコンクリート技術の現状や，石灰石微粉末

の品質規格案および施工マニュアル案の提案に至った。

その後，JCI では構造物の耐久性向上のためのブリーデ

ィング制御に関する研究委員会の中で石灰石微粉末の使

用の有効性も検討され，土木学会の研究小委員会でも締

固めを必要とする高流動コンクリートの配合設計・施工

技術が検討された中で，石灰石微粉末の活用も一つの要

因となった。石灰石微粉末をコンクリートの混和材料と

して用いることの効果はある程度認識され，前委員会か

ら約 25 年が経過する間に石灰石微粉末はコンクリート

分野で継続的に利用されてきたようであるが，実状は分

からない状況にあった。一方，近年ではコンクリートに

CO2を吸収させる技術や，未反応セメントと CO2を反応

させて炭酸カルシウム粉末を製造する技術等，コンクリ

ートに関するCO2排出量削減技術が見られるようになり，

海外では石灰石微粉末を混入するセメントの規格を通じ

てカーボンニュートラルに貢献する動きなどがあること

から，石灰石微粉末が環境問題の解決の一方策となり得

ると考えられた。 

研究委員会の立ち上げに際して調査を実施したとこ

ろ，①既報の資料や業界団体の統計資料ではコンクリー

トでの石灰石微粉末の利用に関する詳細な実績内容に関

する情報が不足していること，②EN 等の海外のセメン

ト規格では石灰石微粉末を混合使用する方向性があるこ

と，石灰石微粉末を使用したコンクリートでは強度向上

の可能性があること，③石灰石微粉末の製造過程や流通

については詳細が明確でなく，材料の供給や生コン工場

での保管上での問題等もあること，またコンクリート製

品では打ち肌の改善の効果もあることなどが明らかとな

った。そこで，石灰石微粉末をカーボンニュートラル材

料としてもコンクリート分野で積極的に活用していく上

では，利用者等に正しい情報を提供するために，さらに

詳細な調査や実験検討による効果の確認を目的として研

究委員会を立ち上げた。 

 

2. 研究委員会の構成 

2.1 分科会の活動内容 

 研究委員会の構成を表－1 に示す。研究委員会では，

事前の調査によって明らかとなった課題に対して調査・

検討するために，三つの分科会を設けて議論を進めるこ

ととした。 

(1) コンクリートでの石灰石微粉末の利用実績調査 

WG1 では，石灰石微粉末を活用したコンクリートの実

績について，コンクリート構造物への適用実績および石

灰石微粉末の製造・出荷実績の文献調査，石灰石微粉末

を用いたコンクリートの配（調）合の種類等の特徴や出

荷実績，および石灰石微粉末の製造・流通の状況や利用

する段階での管理方法の実状と課題について詳細なアン

ケート調査を行い，実状を明らかにすることとした。 

(2) セメント製造のカーボンニュートラル技術調査 

 WG2 では，セメント製造分野等において，海外も含め

た石灰石微粉末の活用方法の取組みを文献をもとに調査
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するとともに，カーボンニュートラル技術としての石灰

石微粉末および人工的に合成した炭酸カルシウム粉末の

活用事例も調査し，今後の展望を検討することとした。 

(3) 生コン・コンクリート製品の製造・効果検討 

 WG3 では，コンクリート製品などでの効果を評価する

実験等も併せて石灰石微粉末の利用の効果を明らかにす

るとともに，品質規格案（案）の方向性を検討すること

とした。 

 

表－1 研究委員会の構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2.2 本文 

 本文はキーワードの後に 1 行空けて 2 段組で記載する

こと。フォントの種類は MS 明朝，Times New Roman と

し，大きさは 9 ポイントとする。章，節の見出しは左端

から，項の見出しは 1 文字空けてから書き出す。また， 

 

 

3. コンクリートでの石灰石微粉末の利用実績調査 WG で

の活動成果 

3.1 アンケート調査の目的と方法 

(1) 調査の目的 

 本調査では前委員会から現在に至るまでの期間で，国

内における石灰石微粉末のコンクリートへの適用事例と

その内容について，RC 構造物の種類，RC 構造物および

コンクリート製品を対象に調査することとした。調査対

象者は総合建設会社，コンクリート製品メーカ，石灰石

微粉末製造メーカおよびレディーミクストコンクリート

工場の 4 者とし，鉄筋コンクリート構造物またはコンク

リート製品への適用事例，石灰石微粉末に関する事項，

石灰石微粉末を混和したコンクリートの品質管理および

活用に向けた課題に加え，近年開発が進む人工炭酸カル

シウム微粉末も含めて，国内における現状を網羅的に調

査することとした。 

(2) 調査の方法 

調査期間は，2024 年（令和 6 年）7 月～8 月末日まで

とした。総合建設会社については全国展開する総合建設

業，コンクリート製品メーカについては（一社）全国コ

ンクリート製品協会，石灰石微粉末メーカについては石

灰石鉱業協会および日本石灰協会，レディーミクストコ

ンクリート工場については全国生コンクリート工業組合

連合会にそれぞれ所属する組織を対象とした。 

調査は，Web または紙媒体のいずれかの方法で回答者

の任意で選択してもらった。紙媒体は，郵送または電子

メールにて回答を提出する形式とした。 

調査項目および設問項目の詳細は，研究委員会報告書

に示すことになるが，調査項目は，大別して，石灰石微

粉末に対する印象，石灰石微粉末の適用例，製造，品質

管理，流通・供給および計量・貯蔵，石灰石微粉末をコ

ンクリートに混和したコンクリートの品質管理，石灰石

微粉末の活用に向けた課題および新たな炭酸カルシウム

微粉末に関する事項とし，各調査項目に設問項目および

回答対象者を設定した。 

3.2 アンケート調査の結果の概要 

(1) 石灰石微粉末の RC 構造物への適用実績 

RC 構造物への石灰石微粉末の適用実績の有無は，総

合建設会社では 74%，レディーミクストコンクリート工

場では 90%が「適用実績なし」との回答であり，総合建

設会社に至っては僅か 3 件の適用実績に留まった。 

(2) 石灰石微粉末を用いた RC 構造物の用途 

石灰石微粉末を混和したコンクリートを用いた RC 構

造物の用途を図－1 に示す。石灰石微粉末を混和したコ

ンクリートを用いた RC 構造物の用途は，総合建設会社

では「道路施設」，「事務所」および「研究施設」がそれ

ぞれ 1 件ずつ，レディーミクストコンクリート工場では

「鉄道施設」，「道路施設」および「上下水道施設」の順

となり，全てが土木構造物であった。一方，レディーミ

クストコンクリート工場におけるスランプフローで管理

するコンクリートの配（調）合事例に関する全国生コン

クリート工業組合連合会の 2024 年の調査報告 1)によれ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－1 石灰石微粉末を混和したコンクリートの 

RC 構造物の用途 
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ば，312 工場から 445 配（調）合の回答を得た中で，石

灰石微粉末を混和したコンクリートの RC 構造物への適

用実績については 7 件の回答があった。この 7 件の RC

構造物の用途は，トンネル内頂版，充填コンクリート，

函渠，高層 RC 造建築物または大スパンの構造部材およ

び免振基礎の下部工に加え，不明が 2 件であった。いず

れ配（調）合ともスランプフローが 60～70cm の高流動

コンクリートであった。 

(3) RC 構造物に適用した石灰石微粉末を混和したコ

ンクリートの種類 

 RC 構造物に適用した石灰石微粉末を混和したコンク

リートの種類を図－2 に示す。石灰石微粉末を混和した

コンクリートの種類は，総合建設会社では 67%，レディ

ーミクストコンクリート工場では 100%が「高流動コン

クリート」であった。これは，前委員会の報告書 2)にお

いて高流動コンクリートへの適用実績が 80%程度を占め

ていたことに近い傾向であり，最近のコンクリートにお

いても同様に高流動コンクリートへの適用が主であるこ

とが分かる。 

 

 

 

 

 

 

 

図－2 RC 構造物に適用した石灰石微粉末を混和した 

コンクリートの種類 

 

(4) RC 構造物に適用した石灰石微粉末を混和したコ

ンクリートの使用目的 

RC 構造物に適用した石灰石微粉末を混和したコンク

リートの使用目的を図－3 に示す。石灰石微粉末を混和

したコンクリートの使用目的は，総合建設会社では「材

料分離抵抗性の確保」，「流動性の確保」および「ワーカ

ビリティの確保」，レディーミクストコンクリート工場で

は「材料分離抵抗性の確保」，「流動性の確保」，「水和熱 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－3 RC 構造物に適用した石灰石微粉末を混和した 

コンクリートの使用目的 

の抑制」および「ワーカビリティの確保」の順となった。

これは，前項で示したように，石灰石微粉末を混和した

コンクリートの種類のほとんどが高流動コンクリートで

あるため，これに関連した使用目的を回答する傾向とな

ったものと考えられる。 

(5) コンクリート製品への石灰石微粉末の適用実績 

 石灰石微粉末を混和したコンクリート製品への石灰石

微粉末の適用実績は，図－4 に示すように「適用実績な

し」が 58%で「適用実績あり」を上回ったが，前述した

RC 構造物への適用実績に比べて顕著に多くなる傾向と

なった。これによりコンクリート製品では，現場打ちコ

ンクリートに比べて石灰石微粉末の使用が一般的である

ことが分かる。 

 

 

 

 

 

 

図－4 コンクリート製品への石灰石微粉末の適用実績 

の有無 

 

(6) 石灰石微粉末を混和したコンクリートを用いた

コンクリート製品の用途 

 石灰石微粉末を混和したコンクリートを用いたコンク

リート製品の用途を図－5 に示す。石灰石微粉末を混和

したコンクリー製品の用途の上位は，「暗きょ類」，「擁壁

類」，「用排水路類」および「路面排水溝類」となった。

これら 4 種類については，件数に大きな差は無いと考え

られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－5 石灰石微粉末を混和したコンクリートを用いた

コンクリート製品の用途 

 

(7) コンクリート製品に適用した石灰石微粉末を混

和したコンクリートの種類 

 コンクリート製品に適用した石灰石微粉末を混和した
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コンクリートの種類を図－6 に示す。コンクリート製品

に適用した石灰石微粉末を混和したコンクリートの種類

は，「高流動コンクリート」が 90%であった。これは，前

述の RC 構造物における石灰石微粉末を混和したコンク

リートの種類と同様の傾向であった。 

 

 

 

 

 

 

 

図－6 コンクリート製品に適用した石灰石微粉末を 

混和したコンクリートの種類 

 

(8) コンクリート製品に適用した石灰石微粉末を混

和したコンクリートの使用目的 

 コンクリート製品に適用した石灰石微粉末を混和した

コンクリートの使用目的を図－7 に示す。石灰石微粉末

を混和したコンクリートの使用目的は，「流動性の確保」，

「材料分離抵抗性の確保」および「ワーカビリティの確

保」の順となり，前項で示したようにコンクリート製品

に適用した石灰石微粉末を混和したコンクリートの大半

が高流動コンクリートであることに対応した使用目的を

挙げる回答が多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図－7 コンクリート製品に適用した石灰石微粉末を 

混和したコンクリートの使用目的 

 

4. セメント製造のカーボンニュートラル技術調査 WG で

の活動成果 

4.1 石灰石微粉末の環境負荷低減効果 

(1) コンクリートにおける石灰石微粉末の環境負荷

低減効果 

 コンクリートとして石灰石微粉末の環境負荷低減効果

を評価する場合，圧縮強度を同等とした配（調）合にお

けるコンクリートの比較が求められる 3)。石灰石微粉末

を単純にセメントに置換えた場合では圧縮強度が小さく

なるため，水粉体比の低減やセメントの設計変更等によ

って対策を行ったコンクリートとの比較を行う必要があ

る。セメント協会によって行われた研究例 4)では，C4AF

の活性を高めるトリイソプロパノールアミン（TIPA）の

使用と高性能 AE 減水剤の使用による単位水量の減少に

よって，石灰石を混合した場合でも単位粉体量を変えず

にコンクリートの圧縮強度を維持している。そのため，

石灰石の混合量と比例して CO2 低減効果が現れている。 

(2) 人工炭酸カルシウムによる環境負荷低減効果 

CO2 低減を目指して，工場などから排出される CO₂を

回収し，廃コンクリート等の廃棄物・副産物に含まれる

CaOに固定化することによって人工炭酸カルシウムとし

て利用する技術開発も近年盛んに行われている。これら

の技術では，CO2 を固定化する効果が追加で得られるこ

とから，環境負荷低減効果は石灰石微粉末と比較して大

きくなることが期待される。また，石灰石微粉末の課題

である，廃棄物・副産物の使用量低下や鉱物資源使用量

の増加等の対策にも繋がると考えられる。 

CO2 低減効果を正確に求めるためには，CO2 固定量だ

けではなく，CO2固定や CaO の抽出を行うための製造工

程に必要となる電力及び燃料の消費に起因するCO2排出

量に関しても考慮する必要がある。また，CaO の抽出工

程等において新たに原材料を必要とする場合は，その原

材料の製造におけるCO2排出量に関しても計上する必要

がある。 

人工炭酸カルシウムのCO2固定量及び排出量の評価事

例は多くないものの，本研究委員会の報告書では，コン

クリートスラッジに含まれる CaO を水によって抽出し，

排気ガスに含まれるCO2と反応させることで人工炭酸カ

ルシウムを製造した事例と，コンクリートスラッジのほ

かに一般ごみ焼却灰や製鋼スラグなどを CaO の抽出源

として CO2の吸収効率を高める方法を説明している。 

4.2 国内外のセメント規格における石灰石微粉末 

(1) 国内のセメント規格における石灰石微粉末 

 国内のセメント規格（JIS R 5210:2019 ポルトランドセ

メント）には少量混合成分の一つとして石灰石の品質が

定められている。少量混合成分は普通・早強・超早強ポ

ルトランドセメントについて，ポルトランドセメントの

構成の内 0％以上 5％以下と規定されている。また，JIS 

R 5211:2019 高炉セメント，JIS R 5212:2019 シリカセメ

ント，JIS R 5213:2019 フライアッシュセメントも同様に

規定されている。JIS R 5214:2019 エコセメントでは，原

材料の一つとして石灰石が規定され構成の内 0％以上

5％以下と規定されている。 

石灰石フィラーセメント標準情報(TR)案には，原材料

として石灰石の品質が「推奨」されている。この品質規

定に定めた理由として，JIS R 5210:2019 付属書 A には石

灰石資源を有効活用し，さらにコンクリート製造時の混

普通コンクリート

2件(10%)

高流動コンクリート

19件(90%)
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和剤添加量に影響を及ぼすと考えられる表土(粘土分)の

混入を規制するためとある。 

(2) 国内の石灰石フィラーセメント（案） 

 セメント協会から提案された石灰石フィラーセメント

標準情報(TR)案 4)に関する規定があるが，品質規定はEN-

197-1:2000 に準拠して定められたものであり，圧縮強さ

以外は当時に JIS 化されていたセメントの品質基準に準

拠して，それを逸脱しない範囲で規定されたものである。 

(3) EU のセメント規格における石灰石微粉末 

石灰石の品質規定は，EN197-1 及び EN197-5 に示され

ている。これらの規格では，不純物となる全有機炭素の

含有率によって L と LL の二種で石灰石がクラス分けさ

れている。全有機炭素以外の規定としては，CaCO3含有

率及びメチレンブルー吸着量が存在するのみであり，

1998 年に JCI 品質規格（案）として提案された内容と比

較すると規定されている項目が非常に少ない。さらに，

EN では規定値自体も制限が厳しくない傾向にある。メ

チレンブルー吸着量に関しては測定方法が異なるものの，

規定値が 10 倍以上異なっていた。EN197-5 では，CaCO3

含有率の下限値が 40%と非常に低く，1998 年の JCI 品質

規格（案）の半分以下であった。これらの理由としては，

EN ではセメントとしての規定が別途存在していること

やコンクリート中の石灰石の単位量が少ない範囲での使

用を想定していること等が考えられる。 

(4) 各国における石灰石微粉末セメントの品質比較 

表－2は，EU（EN 197-1），米国（ASTM C595），およ

び日本（石灰石フィラーセメント標準情報（TR）案 2001）

における石灰石微粉末セメントの品質を比較した結果で

ある。圧縮強度等級については，EU 規格と日本の標準案

では共通の強度等級を設定している。強熱減量について

は，EU と日本では明確な基準が設けられていないが，米

国では 10%以下と規定されている。このように各国の規

格においては共通点も多い一方で，強度水準の分類，比

表面積の要件，モルタル空気量，化学成分の制限値，強

熱減量の管理基準などにおいて，各国の建設環境や技術

的要件に応じた違いがある。 

4.3 人工炭酸カルシウムの開発事例 

 カーボンニュートラルの達成に向け，廃棄物等に含ま

れるカルシウムと二酸化炭素を反応させた，人工炭酸カ

ルシウムをセメント・コンクリートに添加する技術の開

発が行われている。近年の人工炭酸カルシウムの開発事

例を調査し，その概要は以下のようになった。 

人工炭酸カルシウムは，石灰石微粉末と比較して，比

表面積が非常に大きいものが存在する他，化学成分の含

有量に関しても前委員会の石灰石微粉末の品質規格（案）

の規定を満足しないものがあった。これは，液相中で析

出するなど，人工炭酸カルシウムの合成方法による影響

と推測された。一方，コンクリートに用いた場合は流動

性が低下する傾向にあるものの，強度特性や耐久性等へ

の顕著な影響はこれまで確認されておらず，コンクリー

トの配（調）合や化学混和剤の調整によって品質の確保

が可能であることが分かっている。また，人工炭酸カル

シウムの合成方法によっては流動性への影響が小さいも

のも存在し，品質の改善が可能であることが示唆されて

いる。人工炭酸カルシウムを利用したコンクリート製品

および実構造物の適用事例も報告されていることから，

混和材として今後の活用拡大が期待される。 

 

表－2 各国における石灰石微粉末セメントの品質の比較 
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5. 生コン・コンクリート製品の製造・効果検討 WG での

活動成果 

 当該WGによる石灰石微粉末をセメントに対して外割

りで混合したコンクリートを用いた実大実験の内容につ

いては，本コンクリート工学年次論文集，Vol.47 に報告

として説明されていることから，ここでは実験の実施概

要を説明する。 

5.1 実物大実験の組合せ 

 石灰石微粉末の種類と混合量による実験の組合せは，

表－3に示す内容で，合計 7 種類を実験した。 

 

表－3 実験の組合せ 

石灰石微粉末 
の種類 

[粉末度] 

反応 
促進剤 
の有無 

炭酸カルシウム
の混合率（％） 

（セメントの外割）
0 10 15

炭酸カルシウム 
[4000 ブレーン] 

なし 〇 〇 〇
 あり※ － 〇 －

炭酸カルシウム 
[3000 ブレーン] なし － 〇 －

炭酸カルシウム 
[1000 ブレーン] なし － 〇 －

人工炭酸カルシウム 
[6000 ブレーン] なし － 〇 －

※反応促進剤にはトリイソプロパノールアミンを使用 

 

5.2 実験の状況 

実大実験では，水セメント比 44%・設計スランプ 15cm

の配（調）合のコンクリートを実機で練り混ぜ，フレッ

シュコンクリートの試験と，硬化コンクリートの物性の

試験，および実大の L 型擁壁によるコンクリート表面の

仕上がり性状を測定し，比較検討を行った。実験の状況

を写真－1に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真－1 各種試験と L型擁壁型枠への打込みの状況 

 

5.3 実験結果のまとめ 

1) 炭酸カルシウムの粉末度 4000 ブレーン，混合率 10％

のコンクリートの材齢 91 日の圧縮強度は，他の粉末度，

種類および混合率よりも高い傾向を示した。 

2) 材齢 5 か月までの色彩測定の結果，明度（L*値）は材

齢を経ると徐々に高くなる傾向を示し，粉末度および種

類の違いが明度（L*値）に及ぼす影響は認められなかっ

たものの，彩度（a*値・b*値）については粉末度 4000 ブ

レーンの炭酸カルシウムが他の種類，粉末度，混合率に

比べ大きくなる傾向を示した。 

 

6. まとめ 

 本研究委員会は，石灰石微粉末をコンクリート分野で

積極的に活用していく上で，カーボンニュートラル材料

としての可能性や，これまでの利用実績および課題の実

状をまとめ，利用者等に正しい情報を提供することを目

的として活動を進めてきた。 

利用実績としては，前委員会と比べるとコンクリート

への利用目的や内容は大きくは変化しておらず，一方で

コンクリート製造上の課題もあることがアンケート調査

により明らかとなった。石灰石微粉末や人工炭酸カルシ

ウム粉末をセメントに混和する形で利用を進めることで

CO2 排出量低減に貢献できる可能性がある。一方では，

材料の品質規格の検討は重要である。各種の石灰石微粉

末を混合したコンクリートによる実大実験を実施し，石

灰石微粉末の利用の効果等も明らかとなってきた。今後

は本委員会の成果を広く活用していただくことで，技術

の発展に貢献できる内容を報告書としてまとめられたと

考える。 
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